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SOSHIN

かごしまの食と農林水産業の
現状と可能性を探る

（第19回）環境に配慮した持続可能な農業の実現を
　生産者の減少や地域コミュニティーの衰退、温暖化や多発する自然災害など長年の課題に加え、最近ではコ
ロナ禍やロシアによるウクライナ侵攻、円安による輸入飼料の高騰など、日本の農業を取り巻く環境は厳しさ
を増している。食料安全保障とともに農業者にとって安定した営農が可能となり、かつ国民が安心して食を享
受するには、将来を見すえた持続可能な農業の確立が求められる。政府は2021年５月、中長期的な観点から食料・
農林水産業の生産力向上と持続性の両立をイノベーションで実現する「みどりの食料システム戦略」を策定した。
今回から２回に分けて同戦略を中心にレポートする。
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　戦略では2050年までに目指す姿として①農林水産業の
CO₂ゼロエミッション化の実現②化学農薬の使用量を50％
低減③輸入原料や化石燃料を原料とした化学肥料の使用量
を30％低減④耕地面積に占める有機農業の取り組み面積の
割合を25％（100万ha）に拡大―などを掲げている。
　主な具体的取り組みとして、「調達」段階では地産地消
型エネルギーシステムの構築、残さ・汚泥等からの肥料成
分の回収・活用など、資材・エネルギー調達における脱輸
入・脱炭素化・環境負荷軽減を推進する。「生産」段階では、
スマート技術によるピンポイント農薬散布、農業機械の電
化、脱プラ生産資材の開発など、イノベーション等による
持続的生産体制の構築を図る。「加工・流通」段階では、デー
タ・ＡＩの活用等による加工・流通の合理化・適正化など、
ムリ・ムダのない持続可能な加工・流通システムの確立を
目指す。「消費」段階では、食品ロスの削減、外見重視の
見直し、健康寿命の延伸に向けた食品開発・食生活の推進
など、環境に優しい持続可能な消費の拡大や食育の推進を
図る。これらを通じて持続可能な農山漁村の創造、サプラ
イチェーン全体を貫く基盤技術の確立と連携などを進め、
雇用の増大、地域所得の向上、豊かな食生活の実現を目指
す。
　今年４月には「みどりの食料システム法案」が成立し、
年内に施行される。有機農業やスマート農業など環境負荷
を抑える生産者などを認定する制度を創設し、税金を軽減
するなどの優遇措置で支援し、環境保全と生産性向上との
両立を後押しする。

01．�農業生産力の向上と持続性を両立 
みどりの食料システム戦略を推進

　鹿児島県は2022年度予算で、「環境と調和した農業推進
事業」として約１億3800万円を計上した。農業の持続的な
発展と農業の有する多面的機能の発揮を図るため農業生産
に由来する環境負荷を軽減するとともに、地球温暖化防止
や生物多様性保全などに効果の高い農業生産活動を支援す
る。さらに新規事業「みどりの食料システム戦略推進総合
対策事業」として約4800万円を計上した。同事業では「み
どりの食料システム戦略」の実現に向けて、県や市町村段
階でのビジョンを策定するとともに、有機農業の産地づく
り、環境に優しい栽培技術や省力化に資する技術の取り組
みを推進する。
　４月21日には官民が連携し、環境に配慮した持続的な農
業の実現を目指す「みどりの食料システム戦略推進鹿児島
連絡協議会」が発足した。構成員は、県や鹿屋市などの自
治体、県生活改善推進員連絡協議会などの消費者団体、生
協コープかごしま、イオン九州などの小売業者、鹿児島中
央青果などの卸売業者、ＪＡ県中央会などの農業団体、か
ごしま有機生産組合などの有機農業団体、研究開発機関と
して県農業開発総合センターの計27団体。連絡協ではみど
りの食料システム戦略の趣旨を踏まえ、各構成員が具体的
取り組みの方向性の設定と情報交換・情報共有を図り、オー
ル鹿児島で推進することを確認した。
　ちなみにＪＡグループ鹿児島は2021年11月に開いたＪＡ
鹿児島県大会で「農業者の所得増大」「農業生産の拡大」「地
域活性化」の基本目標、「持続可能な農業とくらしを未来
へ～対話と考動でひろがる協同～」のスローガンを掲げ、
農業や暮らしを守る事業・活動を通じて国連の持続可能
な開発目標（SDGs）への貢献を目指すことを内容とする
2022年度から３年間の実践方針を決議した。

02．�将来にわたり食料の安定供給図る
雇用増大や地域所得の向上も実現

　わが国の食料・農林水産業は①大規模自然災害・地球温
暖化②生産者の減少等の生産基盤のぜい弱化・地域コミュ
ニティーの衰退③新型コロナを契機とした生産・消費の変
化－などの政策課題に直面している。これらに的確に対応
し、持続可能な食料システムを構築することが急務となっ
ている。こうした背景から「みどりの食料システム戦略」
は策定された。
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かごしまの食と農林水産業の現状と可能性を探る

03．�全耕地面積25％の有機農業が目標
県内各地で有機農業の輪が広がる

　「みどりの食料システム戦略」のメインとなっているのが
有機農業（環境保全型農業）の普及拡大である。有機農業
の耕地面積を2050年までに全耕地面積の25％（100万ha）
に拡大するという目標はカーボンニュートラルに向けた重
要な施策でもある。しかし、2018年時点でわずか0.5％の
２万haという現状にあって、約30年間で50倍に拡大する
ことは容易ではない。規模拡大にあたっては、全耕地面積
の１割近く、富山県の面積とほぼ同じ42万haに達する耕
作放棄地や遊休農地を有効活用していくことなどが考えら
れる。国内外で高まっている無農薬野菜など有機生産物の
需要を推進力に、有機農業の耕地面積拡大を進めたい。
　鹿児島県は2008年に「県有機農業推進計画」（2015年改訂）
を策定し、早くから有機農業を推進してきた。旧蒲生町を
中心にした姶良市や南さつま市などオーガニックなまちづ
くりに取り組んでいる自治体もある。最近では南種子町が
2021年12月、「かごしま有機生産組合」と連携協定を締結
した。生産組合は町から紹介された遊休地の所有者と賃借
契約を結び、安納芋、タマネギなどの有機栽培に取り組む
ほか、地元の有機農業希望者や新規就農者を同組合の農園
で受け入れて研修を行うなど人材育成も担う。
　かごしま有機生産組合は1984年に設立し、県内各地約
160人の会員で構成する。作付面積約280haで野菜や果樹、
茶など、まさに「百姓」にふさわしい約120品目を生産し

ており、有機農業生産者団体としては国内最大規模を誇る。
生産物は多様な取引先に共同出荷し、海外にも輸出してい
るほか、鹿児島市内４店舗で直販するなど販路も充実。ニ
ンジンジュースやベビーフードなどＰＢ商品の加工・販売
も手がけ、環境と経済の両立を実現している。

04．�農業は「イノベーションの宝庫」
環境も経済も向上させるビジネス

　もともと農業生産活動は自然界の循環を生かしながら行
われている。土壌や水など自然資本を利用し、空気中の
CO₂を取り込んで食料の生産を担うだけでなく、国土の保
全、水源のかん養、自然環境の保全、良好な景観の保全、
文化の伝承に貢献するほか、暑さを和らげ、癒やしや安ら
ぎをもたらし、若い世代の体験学習や教育の場ともなって
いる。その意味で有機農業は農業を本来の姿に戻し、安心
安全な食と暮らしの実現にもつながる。
　環境と調和した循環型農業のモデルとして大崎町の「菜
の花エコプロジェクト」が注目される。大崎町では30品
目近いごみ分別収集に取り組んでおり、リサイクルセン
ターで生ごみと草木せん定くずをまぜて完全完熟堆肥を製
造。その堆肥を使用して栽培した菜の花から地元の搾油業
者が製造した菜種油を一般家庭の食事や学校給食などで活
用し、使用後の廃食油はごみ収集車の軽油代替燃料として
使っている。
　霧島市隼人町の物産館＆レストラン「日当山西郷どん村」
では、地元農家から出たもみ殻や米ぬか、裏山で集めてき
た落ち葉などにレストランの野菜くずや卵の殻などをまぜ
て完熟堆肥を作り、出来た完熟たい肥は取引先の農家に配
布し、育った野菜を納品してもらう。施設を運営する㈱無垢
は、中長期的には財団法人あるいは株式会社として法人化
し、霧島市内の耕作放棄地を集約して新規就農者などに完
熟堆肥を使って農作物を栽培してもらう。地域内における
持続可能な食の循環の仕組みを構築する構想を温めている。
　農業はイノベーションの宝庫ともいわれる。農商工連携
や６次化、ＩＴなどを駆使しながら農業を持続可能なビジ
ネスとして確立し、エネルギーとともに食料の需要を地域
で賄い、農業が環境も経済も向上させる「環境創造産業」
へと進化することが期待される。

『写真キャプション』
1  農業は自然景観を通して人々に癒やしや安らぎを与える
2��農業は体験学習や食育を通して豊かな人間性を養う
3 �今年のオーガニックフェスタは11月26、27日に開催される
4 �有機農産物の需要は国内外で高まっている
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「令和３年度そうしんSDGsアワード」で大和
木材株式会社が奨励賞を受賞しました。本業
の木材のプレカット加工に伴って出る端材等
を介護用踏み台や畜産用敷料などに再利用す
るほか、二酸化炭素削減につながる森林の保
護・育成、子どもたちの木育などに取り組ん
でいることなどが評価されての受賞。同社代
表取締役の𠮷崎和穂さんに具体的な取り組み
や思いなどをお聞きしました。

屋久杉の貼天井板材で飛躍的伸び
ヒノキの根曲がり材でフローリング
　−会社設立の経緯、事業内容の変遷をお聞かせください。
　当社のルーツは、祖父の𠮷
崎英矢が1935年に始めた𠮷崎
製材所までさかのぼります。
戦時中の1943年に鹿児島地方
木材伊集院支部・郡山工場と
なり、1945年に𠮷崎製材所と
して再スタート。1949年６月
に祖父は友人の多大な支援を受けて大和木材株式会社として
法人化しました。
　杉、ヒノキなどの一般建築材の製材から始まり、1962年に
は屋久杉の製材を開始し、1966年には九州で最初の長尺スラ
イサーを導入して屋久杉のスライス、貼天井加工に乗り出し
ました。屋久杉の需要が伸び、
ピーク時には会社売り上げの
７～８割を占めましたが、屋
久杉保護の高まりや伐採禁
止で次第に原料不足となり、
1970年代後半からはヒノキの
フローリング加工へとシフト
していきました。

　−1970年に初代社長の死去に伴い、父親の𠮷崎通氏が２代
目社長に就任しました。
　父はなかなかのアイデアマンで、屋久杉スライス加工だけ
でなく、フローリング事業を始めたのも父です。フローリン
グ加工では、ヒノキの根曲がり材を活用して長さ１メートル
弱のヒノキ乱尺フローリングを生産しました。加工原板を乾
燥するために、串木野漁港の干し魚の乾燥法をヒントに低温
除湿乾燥機を自社製作しました。
　また、除湿乾燥の過程で出る水分に油脂分が含まれている
ことに着目し、消臭や抗菌、精神安定などに効果があるとさ

大和木材株式会社
　大和木材株式会社は1935年、郡山町（現鹿児島市）で
吉崎和穂社長の祖父・英矢氏が吉崎製材所を創業したの
が始まり。戦後の1949年 6 月に大和木材株式会社として
法人化した。地元産の杉・ヒノキの製材に始まり、屋久
杉加工、フローリング加工などを経て、2001年に現在地
に移転と同時にプレカット加工を開始した。現在は木材
店や工務店の注文に応じ、いかに建築現場での廃材を少
なくするかを念頭に置いたプレカット加工に注力してい
る。社是は「木材産業を通じ、健康で安全な住環境を提
案するとともに森林活性化に努めることにより、地域社
会に貢献する」。NPO団体や他企業と提携しながら、製
材やプレカットの端材を活用した畜産向け敷料、介護用
踏台等の製作のほか、木製の玩具や遊具開発などを通じ
て子どもたちに木の良さを知ってもらう木育、森林環境
保全活動にも積極的に取り組んでいる。
住所／鹿児島市油須木町1299-１
☎／099-245-7048

そうしんSDGsアワードとは
　鹿児島相互信用金庫は中小企業のSDGs（持続
可能な開発目標）達成に向けた優れた取り組みの
表彰を通じて、さらなる取り組みの支援と県内中
小企業への普及促進を図ることを目的に「令和３
年度そうしんSDGsアワード」を開催した。2021
年10月に行われた最終選考会では、そうしん営業
店が推薦した55社のうち書類選考を通過した８社
が活動内容を披露。選考委員（委員９人、委員長＝
津曲貞則・日本ガス社長）による審査の結果、大
和木材株式会社が奨励賞を受賞した。

本社＆工場は2001年に現在地に移転した

緑の木々に包まれた大和木材の
本社＆工場

「木材業はSDGsそのもの」と語る𠮷崎和穂社長

そうしんSDGsアワード奨励賞！　大和木材株式会社
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ル、高さ約4.5メートルの迷
路です。鹿児島大学教育学部
の協力を得て安全性にも配慮
し、外壁や内部間仕切りを格
子状にすることで、保護者が
外から子どもの動きを確認で
きるよう工夫しています。ま
た内部間仕切りを移動する事で迷路が変わります。
　木育は幼児期から木材、樹木との関わりを深め、豊かな暮
らしづくり、社会づくり、そして森づくりに貢献できる市民
を育てる活動として広がっています。木材や森林との関わり
合いから、知育、徳育、体育の３つの側面を効果的に育む活
動が注目され、木づかい運動の一環としてとらえられていま
す。私自身、木育インストラクターの資格を取得し、本業や
NPO法人・森と木の研究所の理事として木育や森林保全活動
などに社員と共に積極的に取り組むようにしています。
　森と木の研究所では現在、県森林技術総合センターの協力
を得て「花咲じじい」プロジェクト（種から育てた苗で山桜
を増やす活動）に取り組んでいます。
　また、会員の造園業者やチェンソーアーティストと協力し
て、直径２メートル弱のケヤキの切り株の空洞を活用した小
人の家風の遊具を製作中です。

気候変動対策や安全な水の供給など 
木材業の役割を果たすことでSDGs
　−木材業界そのものがSDGsにつながっているといえます。
　私がSDGsを意識的に考え始めたのは2019年、当金庫の講
演会でした。木は二酸化炭素を吸収し酸素を供給するほか、
治水や自然災害防止、水の供給、動植物の保護、フィトンチッ
ド等による癒やし効果など、SDGsそのものといえます。例
えば植林→下草刈り→間伐→伐採（木材生産・利活用）→植
林という循環を維持することは水を貯え、安全な水を供給し、
ゴール６の「安全な水とトイレを世界中に」につながります。
自然と共生し、環境に優しく頑丈な木造住宅造りに取り組む
ことはゴール11の「住み続けられる街づくりを」です。ゴー
ル13の「気候変動に具体的な対策を」、ゴール14の「海の豊
かさを守ろう」、ゴール15の「陸の豊かさも守ろう」も木材
業の役割そのものです。
　人間、何事も意識することが大切です。自分が携わってい
る仕事がSDGsにつながっていることを意識することで、仕
事への意欲や創意工夫にさらに力が入ることになります。社
内ミーティングや、社員・取引先向けに毎月出している「や
まと得々ミニ情報」などを通じてSDGsについて紹介するよ
うにしています。
　「木造住宅は町の中の森林」という言葉があるほどです。
さまざまな活動を通して木の良さを広く知ってもらい、県産
材の普及と森林保全にこれからも取り組んでいきたいと考え
ています。

れる成分が含まれるヒノキ精油を抽出。1995年には低温除湿
乾燥機による木材精油抽出法の特許を取得しました。

木造住宅のプレカット加工がメイン 
端材を活用して畜産用敷料に
　−𠮷崎社長は2001年に３代目社長に就任しています。入社
してからの取り組みをお聞かせください。
　早稲田大学理工学部機械学科を卒業し、８年間建設機械
メーカーに勤めた後、1983年に帰郷して大和木材に入社しま
した。翌年にはオガ粉製造機を導入し、自社のフローリング
加工などで出る端材のほか、他製材所の端材も仕入れ、牛舎
や鶏舎の敷料として供給を始めました。
　1993年には間伐材を活用した半丸棒に雄雌の実を設け、ロ
グハウス風の建築資材としてG棒を開発し、県内のキャンプ
場や運動施設、事務所などに使われています。同様に山に放
置されている間伐材に付加価値を付けて木材の需要開発につ
なげようと、学童机や椅子、緑の回廊や展望所のデッキなど
エクステリアも手掛けています。

　−2001年には現在地に工場移転しました。
　1993年の８・６水害で工場が２メートル以上冠水したこと
や周囲の住宅地化が進んだこともあり2001年、森に囲まれた
現在地に移転しました。父の死に伴い、私が３代目社長に就
任し、工場移転を機に従来のフローリング加工などに加え、
コンピューター付きのプレカット機械で木造住宅の構造材を
加工する際出る端材を利用して、丈夫な段差解消踏台や介護
ベット用の木製スノコと竹炭ボードを組み合わせた介護用品
を開発・製作して、介護用品販売会社に供給しています。か
ごしま木材まつりなどのイベントでは、子どもたちに木に親
しんでもらおうと、端材を利用してストラップや玩具を作る
体験教室を開催するなど、木育にも力を入れています。

森や木、人との関わりを体感する場
木製遊具の開発などで木育にも注力
　−木育では、木製三次元遊具の「エイトラン」は2010年に
キッズデザイン賞を受賞しています。
　木の良さを子どもたちに知ってもらいたいと思っていたと
ころに、鹿児島市内の幼稚園から木製遊具製作の要請があ
り、開発しました。子どもたちがぶつかる心配もなく、はだ
しで思い切り走り回れる全長
18メートルほどの８の字形を
したスロープ式遊具です。内
閣府認証NPOのキッズデザ
イン協議会が主催する第４回
キッズデザイン賞のフュー
チャープロダクツ部門で受賞
しました。
　2015年には木を使った立体迷路「木ッズ砦」を開発しまし
た。３層（一部４層）構造で縦約４メートル、横約７メート

鹿児島市内の幼稚園にある木製遊具
「エイトラン」

組み立て式で移動ができる立体遊具
「木ッズ砦」
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令和４年
７−９月期

◆回答企業の内訳

◆調査の要領

◆景気動向判断指数について

□調査対象の選定

□調査の方法

□調査内容

□調査期間

□調査票の回収状況

当金庫のお取引先

営業係による回収

売上、収益、価格、設備、借入等について実数ではなく、経営者の感覚や判断を聴取

令和４年９月上旬

調査依頼先数　　407件
回答数　　　　　403件
回答率　　　　　99.02％

　この調査では、景気判断の基準として「ＤＩ」（Diffusion�Indexの略、景気動向指数）による分析方法を用いています。
　「ＤＩ」とは“増加”（または「上昇」、「過剰」など）したと答えた企業割合から“減少”（または「下降」、「不足」など）
したと答えた企業割合を差し引いた数値のことで、不変部分を除き“増加”したとする企業と“減少”したとする企業のど
ちらの力が強いかを時系列的に比べる方法です。�

　本調査は、標記時点における情報提供を目的としています。したがって、投資等についてはご自身の判断によってく
ださい。また、本調査掲載資料は、当研究所が信頼できると考える各種データに基づき作成していますが、当研究所が
正確性および完全を保証するものではありません。

中小企業動向調査概要

1～4人
55.3％

5～9人
22.8％

10～19人
11.2％

20人以上
9.4％

建設業
17.9％

サービス業
16.6％

不動産業
13.6％

製造業
17.1％

その他
1.3％

業種別 規模別
（従業員数）

小売業
17.4％

卸売業
17.4％
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全業種
 All types of business

 D.I.＝
▲30.0以下 ▲30.0 〜

▲10.0未満
▲10.0 〜

＋10.0未満
＋10.0 〜

＋30.0未満 ＋30.0以上

低調 好調
（大雨） （小雨） （くもり） （晴れ） （快晴）

時　期　

 業種名

令和２年 令和３年 令和４年 見通し

10〜12月 1〜3月 4〜6月 7〜9月 10〜12月 1〜3月 4〜6月 7〜9月 10〜12月

全体
403（100％）

ｚｑ ｚｑ

製造業
69（17％）

卸売業
70（17％）

小売業
70（17％）

サービス業
67（17％）

建設業
72（18％）

不動産業
55（14％）

景況天気図

ウィズコロナへの完全移行
による好影響に期待（総評）

　今期の総合業況判断ＤＩは▲13.9（前期▲13.3）とほぼ横ばい推移だった。小売業、サービス業、建設業で前期比プ
ラスの景況感、製造業、卸売業、不動産業で前期比マイナスの景況感となった。個人消費関連、飲食、ホテル・旅館の
観光関連が持ち直してきており、小売業が前期に引続き▲20.0ポイント（前期▲28.6ポイント）と回復越幅が大きかった。
一方、原材料価格ＤＩが54.6ポイント（前期44.2ポイント）と10.4ポイント上昇し、販売価格ＤＩが22.3ポイント（前期
17.2ポイント）と5.1ポイント上昇する要因となった。収益ＤＩは、製造業、小売業、サービス業、不動産業の４業種で
前期比マイナスとなった。仕入価格上昇分の販売価格転嫁へのタイミングの違いが業種ごとの景況感に影響を与えてい
ると思われる。全体では、販売価格ＤＩが前期に続き５ポイント台で上昇しており、今後の推移が懸念される。新型コ
ロナウイルス第７波のピークアウトにより、鹿児島県内でも経済活動の活発化が見られる。先述した通り、個人消費や
ホテル・旅館の稼働が上向いていることにより、小売業やサービス業の景況感が回復していることは明るい材料である。
　来期の景況感の見通しは、全業種で回復、もしくは横ばい予想となっている。新型コロナウイルス感染症の状況が落
ち着いてきたことや、行楽シーズン到来、年末商戦への期待などが背景にあると思われるが、一方で、円安の影響、海
外情勢の変化、最低賃金の引上げなど、経営に対する懸念材料は払拭できない。ウィズコロナへの完全移行による好影
響を期待しながら、世界情勢や国内の各種経済施策等に注視していきたい。



　売上額ＤＩは今期▲8.4（前期▲
5.7）、収益ＤＩは今期▲19.4（前期
▲12.8）と、売上額・収益ともに
悪化した。売上額ＤＩを規模別で
見ると、５～９人規模で9.1ポイン
ト回復したものの、それ以外の規
模では悪化した。収益ＤＩは１～�
４人規模で▲18.8、５～９人規模で�
▲28.3、10～19人規模で▲22.2と
軒並み悪化した。20人規模以上は
前回調査と同じ0.0で横ばい推移と
なった。

　今期の在庫ＤＩは1.8（前期4.1）
となり、前期比で2.3ポイント過剰
感が是正された。
　規模別では、10～19人規模が
10.3（前期▲2.1）と過剰に転じたが、
１～４人規模2.8（前期5.7）、20人
以上規模2.9（前期4.4）となり、い
ずれも過剰感が是正された。５～
９人規模▲4.8（前期1.6）は過剰か
ら不足に転じた。全体では、やや
不足、不足とする企業の割合が9.5
（前期4.7）で前回よりもやや増加
したが、前期同様約８割は適正と
の回答であった。

　今期の業況感は▲13.9（前期▲
13.3）となり、前期比で0.6ポイン
ト悪化した。
　規模別に見ると、１～４人規模
が▲15.3（前期▲16.6）と1.3ポイ
ント回復。20人以上規模が7.9（前
期7.5）と0.4ポイントの回復となっ
た。一方で、５～９人規模、10～
19人規模はいずれも悪化となり、
５～９人規模においては、前回調
査時回復に転じていたものが再び
悪化に転じる結果となった。

『売上額・収益』
売上額は一部で回復したものの、
収益は全体的に悪化傾向へ

『業況』
１～４人規模、20人以上規
模での業況感が前期比プラス

『在庫』
前期に引続き約８割が
適正と回答
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　今期の資金繰りＤＩは▲25.3（前
期▲19.2）と悪化した。
　規模別に見ると、１～４人規模
▲25.1（前期▲20.7）、５～９人規
模▲28.3（前期▲19.2）、10～19人
規模▲31.1（前期▲19.3）、20人以
上規模▲15.8（前期▲11.3）といず
れも悪化した。全体では、やや苦
しい（25.6）と苦しい（5.0）を合
わせて約３割が資金繰りに不安を
感じている結果となった。

　雇用ＤＩは、今期▲17.4（前期
▲13.3）と4.1ポイント悪化した。
　規模別で見ると、１～４人規模
▲12.2（前期▲7.9）、５～９人規模
▲21.7（前期▲24.7）、10～19人規
模▲28.9（前期▲14.0）、20人以上
規模▲26.3（前期▲20.8）となり、
これまでの不足感が、５～９人規
模以外では一層強まった。特に10
～19人規模では過剰、やや過剰の
回答は１社も無く、来期以降の不
足感の強まりが懸念される結果と
なった。

　今期の設備状況ＤＩは▲8.1（前
期▲7.1）とやや悪化での推移。
　規模別に見ると、１～４人規模
▲7.6（前期▲7.5）、５～９人規模
▲7.2（前期▲9.2）、10～19人規模
▲14.3（前期▲3.6）、20人以上規模
▲5.9（前期▲7.8）となった。
　10～19人規模で不足感がやや強
まったが、全体的には前期からほ
ぼ動きに変化が無く、適正と感じ
ている割合も８割以上で推移して
いる。

『資金繰り』
全体３割が資金繰りに不安

『雇用』
不足感が一層強まる気配

『設備』
10～19人規模で不足感やや
強まるも、全体的には適正

09
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業況調査メモ
　鹿児島県は製造業の新分野進出やデジタル化、起
業などの新産業による「稼ぐ力」創出に向けて2021
年度、県商工労働水産部内に「新産業創出室」を新
設した。22年度県予算では産学官金が連携して起業
家を支援する仕組みを構築し、事業成長に必要な社
会実装や資金調達に向けた支援を行う「スタートアッ
プ推進事業」や、若い世代の起業家マインドを養成
する「かごしまアントレプレナーシップ養成事業」
などの新規事業に取り組んでいる。DX（デジタルト
ランスフォーメーション）やドローン、宇宙ビジネ
スにも注力する。支援策も活用して官民一体でスター
トアップ（新興企業）創出を目指したい。

1今期 （令和４年７- ９月期）
　今期の業況感ＤＩは▲20.3（前期▲8.6）と11.7ポイント悪化した。項目別では売上額ＤＩが▲10.1（前期7.1）と17.2ポイント、
収益ＤＩが▲26.1（前期▲5.7）と20.4ポイント、資金繰りＤＩが▲30.4（前期▲21.4）と9.0ポイント、人手ＤＩが▲20.4（前
期▲14.3）と6.1ポイント、いずれも悪化した。販売価格ＤＩが33.3（前期17.1）で16.2ポイント上昇した一方で、原材料価
格ＤＩが63.8（前期57.1）と6.7ポイント上昇し、先行きに対する懸念が払拭できないことから、業況感の回復基調が後退す
る状況になっていると思われる。

2来期の予想 （令和４年10-12月期）
　来期の業況感ＤＩは▲17.4（今期▲20.3）と2.9ポイントの若干回復予想となっている。原材料価格ＤＩの見込みが55.1（今
期63.8）と8.7ポイント改善し、売上額ＤＩが1.4（今期▲10.1）と増加する見込みであることが主な要因である。他方で原材
料価格の高止まりによるさらなる業況感後退も懸念される。

製造業
Manufacturing

業況感回復基調が
後退

業況感

売上額

業況感D・Iの推移
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DI値の推移  （過去1年と3カ月後の予想）
R ３.

9月期
R ３.

12月期
R ４.

3月期
R ４.

6月期
R ４.

9月期
来期

見込み

業況感 ▲ 17.4 ▲ 11.4 ▲ 18.6 ▲  8.6 ▲ 20.3 ▲ 17.4

売上額 ▲ 11.6 7.1 ▲ 15.7  7.1 ▲ 10.1 1.4

収益 ▲ 11.6 1.4 ▲ 12.9 ▲  5.7 ▲ 26.1 ▲  8.7

販売価格 14.5 12.9 11.4 17.1 33.3 24.6

原材料価格 30.4 35.7 41.4 57.1 63.8 55.1

在庫 13.0 1.4 5.7 1.4 2.9 ▲  8.7

資金繰り ▲ 17.4 ▲ 17.1 ▲ 20.0 ▲ 21.4 ▲ 30.4 ▲ 20.3

人手 ▲ 10.1 ▲  5.7 ▲ 10.1 ▲ 14.3 ▲ 20.4 ▲ 23.2

設備状況 ▲  8.8 ▲ 12.9 ▲ 18.6 ▲  7.1 ▲  5.9 ▲ 15.9

今回

次回予想
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業況調査メモ
　コロナ禍で鉄道や航空会社など人の移動、特にビ
ジネスユースでの移動サービスを提供する企業は深
刻な影響を受けている。コロナが終息しても元に戻
らないとみられることから、航空会社やＪＲ各社の
新幹線は貨物輸送の比重を強化する戦略を進めてい
る。ＪＲ九州は2021年５月から鹿児島などの新鮮な
魚介・野菜類を新幹線で運ぶ貨客混載事業に乗り出
した。国土交通省は旅客輸送前提で整備された新幹
線に貨物専用車両の導入を検討している。ＡＮＡや
ＪＡＬも産直事業に力を入れている。産業構造はリ
モート経済によって大きく変化し始めており、リモー
トを一時的なものと考えると対応を誤ることになる。

1今期 （令和４年７- ９月期）
　今期の業況感ＤＩは▲36.6（前期▲31.7）と前期からさらに落ち込む結果となった。売上額ＤＩは▲24.4（前期▲36.6）
と12.2ポイントの増加、収益ＤＩも▲34.1（前期▲41.5）と7.4ポイントの増加となったものの、仕入価格ＤＩが46.3（前期
46.3）と高止まり傾向にあることから、業況感は悪化したと予想される。資金繰りＤＩが▲39.0（前期▲29.3）で9.7ポイント、
人手ＤＩが▲17.1（前期▲7.3）で9.8ポイントとそれぞれ悪化したことも業況感の下押し要因となった。

2来期の予想 （令和４年10-12月期）
　来期の業況感ＤＩは▲31.7とやや回復予想ではあるものの大幅なマイナス予想が続く。一方で、売上額ＤＩで大幅な改善
が期待できる状況から、仕入価格上昇分のスムーズな価格転嫁が進めば、収益ＤＩでの改善もはかれる見込みである。

卸売業
Wholesale trade

売上額改善するも、
業況不安感拭えず
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DI値の推移  （過去1年と3カ月後の予想）
R ３.

9月期
R ３.

12月期
R ４.

3月期
R ４.

6月期
R ４.

9月期
来期

見込み

業況感 ▲ 36.6 ▲ 31.7 ▲ 14.6 ▲ 31.7 ▲ 36.6 ▲ 31.7

売上額 ▲ 36.6 ▲ 20.0 ▲ 19.5 ▲ 36.6 ▲ 24.4 ▲  2.4

収益 ▲ 41.5 ▲ 29.3 ▲ 19.5 ▲ 41.5 ▲ 34.1 ▲ 19.5

販売価格 2.4 7.3 9.8 19.5 14.6 14.6

仕入価格 12.2 19.5 31.7 46.3 46.3 46.3

在庫 14.6 4.9 0.0 14.6 9.8 9.8

資金繰り ▲ 31.7 ▲ 14.6 ▲ 14.6 ▲ 29.3 ▲ 39.0 ▲ 34.1

人手 ▲ 12.2 ▲ 14.6 0.0 ▲  7.3 ▲ 17.1 ▲ 14.6

設備状況 ▲  2.4 ▲  2.6 ▲  2.4 ▲ 12.2 ▲  9.8 ▲  9.8

業況感

売上額

業況感D・Iの推移

今回

次回予想
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業況調査メモ
　第７波のコロナ禍にあって、各自治体では消費喚
起策として相次いでプレミアム商品券を発行してい
る。南さつま市の９月８日～来年１月31日使用可能
な商品券は、額面２万円分を2000円で購入できるプ
レミアム率10倍の大型商品券。薩摩川内市は、8000
円で額面１万2000円分の商品券を８月27日から販売
開始したところ、販売所付近で大渋滞となり販売を
一時中止した。鹿児島市は、市内の小売店や飲食店
で発行される10月１日～12月28日付の１万円分のレ
シートを提出すると3000円の商品券がもらえる。自
治体によってプレミアム率や販売方法は異なるが、
地元小売業への支援効果が期待される。

1今期 （令和４年７- ９月期）
　今期の業況感ＤＩは▲20.0（前期▲28.6）と8.6ポイントの回復となった。売上額ＤＩが▲15.7（前期▲18.6）と2.9ポ
イント回復した一方、収益ＤＩは▲27.1（前期▲22.9）と4.2ポイント悪化した。資金繰りＤＩが▲32.9（前期▲24.3）と8.6
ポイント悪化、人手ＤＩも▲12.9（前期▲5.7）と7.2ポイント悪化しており、経営に対する不安感が拭いきれない一方
で、売上額と販売価格については上昇が引き続き期待できる状況から業況感ＤＩが改善された。

2来期の予想 （令和４年10-12月期）
　来期の業況感ＤＩは▲15.7（今期▲20.0）と今期に続き回復予想となっている。売上額の増加が引き続き期待できること
が要因だが、仕入価格や在庫量の動向にも注視していきたい。

小売業
Retail trade
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売上額上昇に伴い
業況感も改善

業況感

売上額

業況感D・Iの推移

今回

次回予想

DI値の推移  （過去1年と3カ月後の予想）
R ３.

9月期
R ３.

12月期
R ４.

3月期
R ４.

6月期
R ４.

9月期
来期

見込み

業況感 ▲ 52.9 ▲ 20.0 ▲ 41.2 ▲ 28.6 ▲ 20.0 ▲ 15.7

売上額 ▲ 42.9 ▲  7.1 ▲ 50.0 ▲ 18.6 ▲ 15.7 ▲  5.7

収益 ▲ 44.3 ▲ 10.0 ▲ 51.5 ▲ 22.9 ▲ 27.1 ▲ 11.4

販売価格 7.1 11.4 16.2 20.0 15.7 17.1

仕入価格 12.9 28.6 33.8 42.9 52.9 48.6

在庫 4.3 5.7 4.4 1.4 10.0 8.6

資金繰り ▲ 44.3 ▲ 25.7 ▲ 44.1 ▲ 24.3 ▲ 32.9 ▲ 25.7

人手 4.3 ▲ 11.4 2.9 ▲  5.7 ▲ 12.9 ▲ 10.0

設備状況 ▲  5.7 ▲ 10.0 ▲  2.9 ▲  1.4 ▲  7.1 ▲  5.7
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業況調査メモ
　環境省は、再利用や再資源化を繰り返して資源を
効率的に使う「循環経済」（サーキュラーエコノミー）
の国内市場規模を現在の50兆円から2030年までに80
兆円に成長させることを目指す。気候変動や天然資
源の枯渇などの背景に加え、ロシアのウクライナ侵
攻を機に資源確保の面からも重要施策として注目さ
れる。薩摩川内市のエコミットは、アパレルや家電
量販店などと提携して循環経済に取り組んでいる。
店頭やＥＣモールを介して古着を出すとクーポンが
もらえ、不要品のうちリユースはエコミットで、リ
サイクルは伊藤忠商事が繊維にリサイクルするシス
テムを導入、好評を得ている。

1今期 （令和４年７- ９月期）
�今期の業況感ＤＩは▲22.4（前期▲23.5）とほぼ横ばい推移。売上額ＤＩは▲13.4（前期▲2.9）で10.5ポイント悪化、
収益ＤＩも▲25.4（前期▲5.9）で19.5ポイントと悪化しており、売上額、収益ともに大幅回復した前期から再び減少
に転じた。料金価格ＤＩが20.9（前期13.2）と7.7ポイント上昇しているが、業況感の回復には至っていない。一方、
鹿児島県内においては県民割の効果や９月中旬以降の新型コロナウイルス第７波のピークアウトにより、ホテル・旅
館の稼働が活発になってきており、今後の業況感回復が期待できる。

2来期の予想 （令和４年10-12月期）
　来期の業況感ＤＩは▲17.9（今期▲22.4）、売上額ＤＩは▲6.0（今期▲13.4）、収益ＤＩは▲11.9（今期▲25.4）となっており、
概ね回復傾向の予想となっている。一方で、人件費の上昇やエネルギー価格の高止まり等も予想されることから、人員や設
備の余力度合いが回復の鍵となる。

サービス業
Service industry
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今後の業況感回復に
期待

業況感

売上額

業況感D・Iの推移

今回

次回予想

DI値の推移  （過去1年と3カ月後の予想）
R ３.

9月期
R ３.

12月期
R ４.

3月期
R ４.

6月期
R ４.

9月期
来期

見込み

業況感 ▲ 38.2 ▲ 11.8 ▲ 27.3 ▲ 23.5 ▲ 22.4 ▲ 17.9

売上額 ▲ 16.2 11.8 ▲ 31.8 ▲  2.9 ▲ 13.4 ▲  6.0

収益 ▲ 22.1 8.8 ▲ 33.3 ▲  5.9 ▲ 25.4 ▲ 11.9

料金価格 ▲  1.5 4.4 9.1 13.2 20.9 14.9

材料価格 7.5 22.1 25.8 39.7 49.3 49.3

在庫  −  −  −  −  −  −

資金繰り ▲ 37.3 ▲ 19.1 ▲ 28.8 ▲ 25.0 ▲ 34.3 ▲ 28.4

人手 ▲  8.8 ▲ 19.1 ▲ 10.6 ▲ 11.9 ▲ 12.1 ▲ 12.1

設備状況 ▲ 22.1 ▲  8.8 ▲ 22.7 ▲  8.8 ▲  1.5 ▲  3.0
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業況調査メモ
　2050年のカーボンニュートラルに向けて建設業界
も変化を迫られている。国土交通省はグリーン成長
戦略の実行計画をまとめ、土木インフラ分野ではＦ
Ｃ建機（燃料電池建設機械）の導入やグリーンイン
フラの実装、道路照明の省エネ化などの推進を盛り
込んでいる。中でも道路舗装材として原料や燃料に
大量の重油が必要なアスファルトの使用は今後減少
することが確実だ。これに代わり、製造過程で大量
のCO₂を輩出するセメントを、製鉄所で排出された
スラグなど産業廃棄物に置き換えた低炭素型コンク
リートの開発が進んでいる。数十年後にはアスファ
ルト舗装道が消えているかもしれない。

1今期 （令和４年７- ９月期）
　今期の業況感ＤＩは5.6（前期4.2）と1.4ポイントの回復となり、８期連続でプラスの景況感を維持した。また、施工高Ｄ
Ｉは9.7(前期5.6)と4.1ポイントの増加、収益ＤＩは、▲1.4（前期▲5.6）と4.2ポイント回復した。一方で、請負価格ＤＩが、
22.2（前期25.0）とほぼ横ばい推移だったのに対し、材料価格ＤＩは、73.6（前期56.9）と16.7ポイントも上昇した。それに
呼応するかたちで資金繰りＤＩが▲25.0（前期▲5.6）と19.4ポイント悪化している。人手ＤＩも▲27.8（前期▲26.4）と不
足感が継続しており、今後、資金調達力や人員確保力が業況を左右すると思われる。

2来期の予想 （令和４年10-12月期）
　来期の業況感ＤＩは9.7（今期5.6）と4.1ポイント、施工高見込も22.2（今期9.7）と12.5ポイントのプラス予想となっており、
活発な稼働状況が見込まれる。材料価格見込が62.5（前期73.6）と予想通り減少に転じれば、収益状況が好転し業況感のプ
ラス維持に繋がる。

建設業
Construction industry
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８期連続でプラスの
景況感を維持

業況感

施工高

業況感D・Iの推移

今回

次回予想

DI値の推移  （過去1年と3カ月後の予想）
R ３.

9月期
R ３.

12月期
R ４.

3月期
R ４.

6月期
R ４.

9月期
来期

見込み

業況感 1.4 19.4 13.0 4.2 5.6 9.7

施工高 6.9 22.2 10.1 5.6 9.7 22.2

収益 ▲  1.4 15.3 0.0 ▲  5.6 ▲  1.4 5.6

請負価格 6.9 20.8 7.2 25.0 22.2 23.6

材料価格 29.2 55.6 56.5 56.9 73.6 62.5

在庫 ▲  4.2 ▲  5.6 ▲  8.7 0.0 ▲  5.6 ▲  4.2

資金繰り ▲ 15.3 ▲  4.2 ▲ 11.6 ▲  5.6 ▲ 25.0 ▲ 18.1

人手 ▲ 18.1 ▲ 29.2 ▲ 26.1 ▲ 26.4 ▲ 27.8 ▲ 30.6

設備状況 ▲  9.7 ▲ 13.9 ▲ 14.5 ▲  5.6 ▲  5.6 ▲  5.6
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業況調査メモ
　鹿児島市谷山の県農業試験場跡地について県は６
月、県庁内や鹿児島市、国に活用意向がない場合、
民間への売却を検討することを明らかにした。同試
験場は2006年に南さつま市に移転し、跡地では単位
制の県立開陽高校や県立鹿児島盲学校が開設された
ほか、鹿児島市の南部保健センター、ＪＡの商業施
設「たわわタウン」などがオープン。来年４月には
県立鹿児島南特別支援学校が開校する。現在残って
いるのは隣接する３街区の計5.5ヘクタール。鉄道高
架化に伴って副都心として再開発が進むＪＲ谷山駅
周辺に近接しているだけに、分譲マンションや商業
施設など民間事業者の跡地への関心は高い。

1今期 （令和４年７- ９月期）
　今期の業況感ＤＩは�3.6（前期14.0）と10.4ポイント悪化したがプラスは維持した。売上額ＤＩは1.8（前期1.8）で
横ばい推移、収益ＤＩは、▲3.6（前期0.0）と3.6ポイントのマイナス、販売価格ＤＩは、16.4（前期3.5）と12.9ポイ
ントのプラス、仕入価格ＤＩは29.1（前期15.8）で13.3ポイントの上昇となった。仕入価格の上昇により業況感は悪化
したものの、在庫ＤＩは▲7.3（前期5.3）と前期より不足感が増しており、他業種と比較し稼働が活発な様子が窺わ
れる。

2来期の予想 （令和４年10-12月期）
　来期の業況感ＤＩは3.6（今期3.6）と横ばい推移ながらプラス予想。売上額見込ＤＩは10.9（今期1.8）、収益見込ＤＩも9.1
（今期▲3.6）と増加予想であり、好調に推移すると思われる。

不動産業
Real estate industry
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仕入れ価格上昇に
不安あるものの好調維持

業況感

売上額

業況感D・Iの推移

今回

次回予想

DI値の推移  （過去1年と3カ月後の予想）
R ３.

9月期
R ３.

12月期
R ４.

3月期
R ４.

6月期
R ４.

9月期
来期

見込み

業況感 ▲  5.5 ▲ 14.0 ▲  3.6 14.0 3.6 3.6

売上額 ▲ 16.4 ▲ 19.3 0.0 1.8 1.8 10.9

収益 ▲ 14.5 ▲ 21.1 8.9 0.0 ▲  3.6 9.1

販売価格 ▲  1.8 5.3 8.9 3.5 16.4 12.7

仕入価格 1.8 1.8 5.4 15.8 29.1 25.5

在庫 1.8 5.3 ▲  3.6 5.3 ▲  7.3 ▲  7.3

資金繰り ▲  7.3 ▲  5.3 0.0 ▲  5.3 5.5 7.3

人手 ▲ 10.9 ▲  3.5 ▲  1.8 ▲ 14.0 ▲ 10.9 ▲  9.1

設備状況  −  −  −  −  −  −
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特別調査
2022.7−9

中小企業におけるSDGs（持続可能な開発目標）の
取組状況について

１－１．��貴社では、SDGsについてどのように認知していますか。下記の中から１つ選
んでお答えください。� （SA）

１－２．��SDGsについて、どういった機関から情報を得ていますか。下記の中から１つ
選んでお答えください。� （SA）

回　答 回答数
内容までよく知っている 63
意味はある程度わかる 217
名前しか知らない 113
聞いたことがない 10

　合計 403

回　答 回答数
報道機関（テレビ、新聞等） 299
国・地方自治体 10
商工会、商工会議所 40
同業者団体（元請け含む） 15
金融機関 27
聞いたことがない 10

　合計 401

意味はある程度わかる：53.8%

内容まで
よく知っている：
15.6%

聞いたことがない：2.5%

名前しか
知らない：
28.0%

報道機関（テレビ、新聞等）：74.6%

聞いたことがない：2.5%

国・地方自治体：2.5%

商工会、商工会議所：
10%　

同業者団体（元請け含む）：
3.7%　

金融機関：6.7%

２．��下記の取組みは、いずれもSDGsの理念と一致しています。貴社では、これらの取
組みを行っていますか。もっとも取組んでいるものを次の中から最大３つまで選
んでお答えください。� （MA）

0 50 100 150 200 250
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85

11

（省資源）再生資源や未利用資源の利用、
　　　　廃棄物削減、製品の長寿化や修理
（水資源）水使用量削減、排水管理

（森林資源）ペーパーレス化、
　　　　　緑化・植林

（省エネ）省エネ、節電、
　　　　再生可能エネルギーの使用

（環境負荷）グリーン調達、カーボンオフセット、
　　　　　有害物質の削減
（雇用）女性や高齢者、障がい者、
　　　外国人等の多様な人材の雇用
（労働環境）研修の充実、
　　　　　働き方改革の実施

（貧困対策・健康福祉）フェアトレード、
　　　　　　　　　　途上国支援
（地域貢献）防犯、防災、寄付、
　　　　　まちづくり
上記の取組みはしていない

回　答 回答数
（省エネ）省エネ、節電、再生可能エネルギーの使用 209

（省資源） 再生資源や未利用資源の利用、廃棄物
削減、製品の長寿化や修理 85

（水資源）水使用量削減、排水管理 53
（森林資源）ペーパーレス化、緑化・植林 51

（環境負荷） グリーン調達、カーボンオフセット、
有害物質の削減 11

（雇用） 女性や高齢者、障がい者、外国人等の多
様な人材の雇用 27

（労働環境）研修の充実、働き方改革の実施 26
（貧困対策・健康福祉）フェアトレード、途上国支援 5
（地域貢献）防犯、防災、寄付、まちづくり 37

上記の取組みはしていない 116
合計 620
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５． SDGsについて、外部機関（公的、民間問わず）からどのようなサポートを期待し
ますか。下記の中から最大３つまで選んでお答えください。  （MA）

４． SDGsの取組みの一つとして、カーボンニュートラル（温室効果ガスの排出量の削減な
らびに吸収作用の保全および強化）に関する取組みがありますが、貴社で取組まれて
いる施策は何ですか。下記の中から最大３つまで選んでお答えください。  （MA）

３． 貴社では、企業がSDGsに取組むことについてどのような印象を持っていますか。 
下記の中から最大３つまで選んでお答えください。  （MA）

コスト削減につながる

新規顧客が獲得できる

取組まないと取引が切られる

従業員の士気向上、採用容易化につながる

自社が取組むには経営資源が不足

コスト増になる

自社には関係がない

本業がおろそかになる

その他

よくわからない

0 50 100 150 200 250

13

29

24

19

15

0

109

233

29

17

こまめな電源オフなど電気使用量の削減

カーボンニュートラルにつながる商品の開発

ごみの削減やリサイクルの推進

電気自動車等、ガソリン車以外の導入

太陽光発電等、再生可能エネルギーの導入

環境負荷の少ない原材料等の利用

温室効果ガスに関する行動目標の設定

脱炭素に関する研究や勉強会の実施

その他

取組んでいない

0 50 100 150 200 250

131

13

31

10

7

4

128

217

6

18

経営者向け研修

従業員向け研修

自社取組みの認知度向上

省エネ対応

各種認証制度取得

働き方改革などの人事制度改定

多様な人材の雇用

資金調達

その他

利用したい支援はない

0 20 40 60 80 100 120 140

25

82

28

43

60

0

108

130

65

25

回　答 回答数
経営者向け研修 130
従業員向け研修 65
自社取組みの認知度向上 25
省エネ対応 82
各種認証制度取得 25
働き方改革などの人事制度改定 28
多様な人材の雇用 43
資金調達 60
その他 0
利用したい支援はない 108

合計 566

回　答 回答数
こまめな電源オフなど電気使用量の削減 217
カーボンニュートラルにつながる商品の開発 6
ごみの削減やリサイクルの推進 131
電気自動車等、ガソリン車以外の導入 13
太陽光発電等、再生可能エネルギーの導入 18
環境負荷の少ない原材料等の利用 31
温室効果ガスに関する行動目標の設定 10
脱炭素に関する研究や勉強会の実施 7
その他 4
取組んでいない 128

合計 565

回　答 回答数
コスト削減につながる 233
新規顧客が獲得できる 29
取組まないと取引が切られる 13
従業員の士気向上、採用容易化につながる 29
自社が取組むには経営資源が不足 17
コスト増になる 24
自社には関係がない 19
本業がおろそかになる 15
その他 0
よくわからない 109

合計 488
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